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【報告第１号】  

令和４年度滝沢市国民健康保険特別会計補正予算（第３号・第４

号）について  

 

 
１  歳入     ５１万９千円の減額補正  

６款：繰入金                                    

・第３号・第４号補正あわせて、補正額は５１万９千円の減。内容は、職員人件費補正に

係る職員給与費繰入金の減額です。  

 

２  歳出     ５１万９千円の減額補正  

１款：総務費                                    

・第３号・第４号補正あわせて、補正額は５１万９千円の減。内容は、職員人件費の減額

です。 
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【議題第１号】  

令和４年度滝沢市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）につい

て  

 

 
１  歳入     ２億４，９６９万６千円の増額補正  

３款：国庫支出金                                  

・補正額は１２万７千円の増。内容は、災害臨時特例補助金（東日本大震災分）の増額で

す。 

 

４款：県支出金                                   

・補正額は２億６，４３９万５千円の増。主な内容は、歳出予算の保険給付費の増額に伴

う歳入予算の普通交付金２億６，５００万６千円の増額です。  

・保険給付費の増額の内容は、「２  歳出」の「２款 保険給付費」に記載の通りです。  

・普通交付金とは、市町村が医療機関に支払う医療給付等の負担額に応じて交付される交

付金です。  

 

５款：財産収入                                   

・補正額は７千円の増。内容は、財政調整基金利子の増額です。  

 

６款：繰入金                                    

・補正額は１，４２９万３千円の減。内容は、財政調整基金繰入金１，８３５万１千円の

減額、一般会計繰入金４０５万８千円の増額です。 

 

８款：諸収入                                    

・補正額は５４万円の減。主な内容は、一般被保険者延滞金２００万円の減額、一般被保

険者第三者納付金８３万３千円、一般被保険者返納金６０万８千円の増額です。  

・一般被保険者第三者納付金は、被保険者の交通事故等第三者行為に係る納付金であり、

一般被保険者返納金は、国保資格喪失後の国保給付等（不当利得）について、世帯主に返

還請求を行い納付された返納金であり、それぞれ補正予算編成時点で調定済みの額を補正

後予算額として計上しています。  

 

２  歳出    ２億４，９６９万６千円の増額補正  

１款：総務費                                    

・補正額は３８６万７千円の減。主な内容は、職員人件費２１７万４千円、一般行政事務

９７万７千円の減額です。  
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２款：保険給付費                                  

・補正額は２億６，５１３万３千円の増。主な内容は、一般被保険者療養給付費２億１，

３５４万６千円、一般被保険者高額療養費５，１５７万８千円の増額です。  

 

５款：保険事業費                                  

・補正額は１，２７２万５千円の減。主な内容は、特定健康診査等事業１，０３５万円の

減額で、内訳は、会計年度任用職員にかかる経費が６２１万８千円の減、特定健診の委託

料が４１３万２千円の減です。 

 

８款：諸支出金                                   

・補正額は１１５万５千円の増。内容は、保険給付費等交付金償還金４７２万３千円の増

額、償還金３５６万８千円の減額です。県返還金の確定によるものです。  
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【議題第２号】  

令和５年度滝沢市国民健康保険事業計画について  

 
国民健康保険事業計画については、法令等に策定規定があるものではなく、県の指導監

査において策定するよう指導を受け、策定しています。 

 

内容については、別添のとおり。 

「２ 滝沢市国民健康保険の現状について」  

「３ 新型コロナウイルス感染症の影響について」  

「４ 国保の財政見通し」  

「６ 主な取り組み」 

については、それぞれ最新の状況に変更しております。  

このほかの項目については、大きな変更はありません。  

なお、「国保の財政見通し」については、２月１５日に議会に説明する予定です。 
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【議題第３号】  

令和５年度滝沢市国民健康保険特別会計当初予算について  

 

 
１  歳入     ４８億９，３２５万８千円  

１款：国民健康保険税                                

・８億３５９万６千円。    対前年度  △３，５５４万２千円    △４．２％  

・現年課税分は７億７，６３９万３千円、前年度に対して額にして３，５５４万２千円、

率にして４．４％の減で、収入歩合は９５．０％と前年度と同率を見込んでいます。主に

被保険者数の減少によるものです。  

・滞納繰越分は２，７２０万３千円、前年度同額です。 

 

２款：使用料及び手数料                               

・３０万１千円。        対前年度 ０ 

・主な内容は、督促手数料３０万円、前年度同額です。  

 

３款：国庫支出金                                  

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、災害臨時特例補助金１千円の予算科目計上、前年度同額です。  

 

４款：県支出金                                   

・３６億５，０００万５千円。 対前年度 ３億６，４９１万９千円    １１．１％  

・主な内容は、普通交付金３５億７，６２０万２千円、前年度に対して額にして３億５，

９５１万７千円、率にして１１．２％の増、特別交付金７，３８０万２千円、前年度に対

して額にして５４０万２千円、率にして７．９％の増です。  

・普通交付金とは、療養の給付、療養費、高額療養費等の市町村国保の負担額に応じて交

付される交付金で、予算計上額は県の算出額です。対象経費は、保険給付費のうち、１項

の療養諸費（審査支払手数料は除く）と２項の高額療養費、３項の移送費です。特別交付

金とは、市町村国保の財政状況やその他の特殊要因や事業に応じて交付される交付金です。 

 

５款：財産収入                                   

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、利子及び配当金１千円の予算科目計上、前年度同額です。 

 

６款：繰入金                                    

・４億２，７８４万６千円。  対前年度 △２，３４２万円    △５．２％  

・内容は、一般会計繰入金３億９，８６４万７千円、前年度に対して額にして８５５万６

千円、率にして２．２％の増、基金繰入金２，９１９万９千円、前年度に対して額にして
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３，１９７万６千円、率にして５２．３％の減です。基金繰入金の減の理由としては、令

和３年度から、新たな一般会計繰入金として法定内繰入である財政安定化支援事業繰入金

を繰り入れることになったことによります。  

 

７款：繰越金                                    

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、前年度繰越金１千円の予算科目計上、前年度同額です。  

 

８款：諸収入                                    

・１，１５０万７千円。    対前年度 ０ 

・主な内容は、一般被保険者延滞金１，１５０万円、前年度同額です。  

 

２  歳出    ４８億９，３２５万８千円  

１款：総務費                                    

・７，２２１万１千円。    対前年度 △２９９万４千円     △４．０％  

・主な内容は、一般管理費の職員人件費３，６９３万２千円、前年度に対して額にして３

９２万６千円、率にして９．６％の減、一般行政事務２，１９２万６千円、前年度に対し

て額にして１２０万３千円、率にして５．８％の増です。  

 

２款：保険給付費                                  

・３６億８７万９千円。    対前年度 ３億６，０９９万１千円   １１．１％  

・主な内容は、一般被保険者療養給付費３１億１，２４２万７千円、前年度に対して額に

して３億１，７７６万円、率にして１１．４％の増、一般被保険者療養費２，３４１万２

千円、前年度に対して額にして１５７万７千円、率にして７．２％の増、一般被保険者高

額療養費４億４，０００万円、前年度に対して額にして４，０００万円、率にして１０．

０％の増です。歳入で説明したとおり、保険給付費のうち１項の療養諸費（審査支払手数

料は除く）と２項の高額療養費、３項の移送費は、実際に支払った全額が県から普通交付

金として交付されます。予算計上額は県の算出額です  

・出産育児一時金について、法改正により、令和５年４月１日以降の出産から８万円を引

き上げた５０万円となるため、その額で予算計上しています。 

 

３款：国民健康保険事業費納付金                           

・１１億１，８１６万４千円。  対前年度 △５，３３９万４千円   △４．６％  

・内容は、医療給付費分７億２，７７３万６千円、前年度に対して額にして７，２８９万

５千円、率にして９．１％の減、後期高齢者支援金等分２億９，６５５万３千円、前年度

に対して額にして１，６４７万８千円、率にして５．９％の増、介護納付金分９，３８７

万５千円、前年度に対して額にして３０２万３千円、率にして３．３％の増です。  

・国民健康保険事業費納付金とは、平成３０年度の国保広域化によって、市町村国保がそ
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れぞれ医療給付費を国保税で賄う仕組みから岩手県全体で賄う仕組みになったことから、

県は国の示した確定計数により県内国保の医療費推計を行い、医療費指数や所得係数等に

より各市町村国保の負担分として割り振りし、市町村国保は県に納付するものです。予算

計上額は、県の算出額です。  

 

４款：共同事業拠出金                                

・１千円。          対前年度 △１千円  △５０．０％  

・内容は、岩手県国民健康保険団体連合会退職者医療共同事業拠出金１千円、前年度に対

して額にして１千円、率にして５０．０％の減です。 

 

５款：保険事業費                                  

・６，７７０万９千円。    対前年度 １３５万５千円  ２．０％  

・保健衛生普及費は１５２万８千円、前年度に対して額にして１２１万２千円、率にして

４４．２％の減です。本事業では、医療費の適正化を目的に、被保険者世帯の医療費の状

況についてのお知らせを年１回送付するとともに、ジェネリック医薬品の普及のためのお

知らせを年３回送付します。 

・疾病予防費は１，３３６万２千円、前年度に対して額にして３万円、率にして０．２％

の増です。うち、疾病予防事業は８６１万円、前年度に対して額にして２６万９千円、率

にして３．０％の減です。本事業では、疾病の早期発見や健康づくりに対する意識の醸成

のための保健師等による訪問指導等や国保被保険者の人間ドック受診者に対する費用助成

を行います。また、若年者健康診査助成事業は４７５万２千円、前年度に対して額にして

２９万９千円、率にして６．７％の増です。主に会計年度任用職員にかかる経費の増です。

本事業では、健康状態を把握する機会の少ない１９歳以上３９歳以下の若い世代に健康に

対する関心を高めることを目的に、健診受診の機会を提供するため８，０００円を限度に

費用助成を行います。  

・特定健康診査等事業は５，２８１万９千円、前年度に対して額にして２５３万７千円、

率にして５．０％の増です。主に、特定健診委託料の増で、昨年度より２００名の増を見

込んでおります。本事業では、４０歳以上の国保被保険者を対象として、生活習慣病とそ

の予備群を早期に発見し、疾病予防と改善に努めるとともに医療費の適正化を図ることを

目的として、厚生労働省令で定められている基準により健康診査を行い、保健指導を実施

します。  

 

６款：基金積立金                                  

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、国民健康保険事業財政調整基金積立金１千円の予算科目計上、前年度同額です。 

 

７款：公債費                                    

・１万円。          対前年度 ０ 
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・内容は、一時借入金利子１万円、前年度同額です。  

 

８款：諸支出金                                   

・４２８万３千円。      対前年度 ０ 

・主な内容は、一般被保険者保険税還付金４２０万円、前年度同額です。  

 

９款：予備費                                    

・３，０００万円。      対前年度 ０ 

・保険給付費の不足に備えて予算計上するもので、前年度同額です。 
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【議案第４号】  

 

滝沢市国民健康保険条例の一部改正について  

 

第１ 改正の趣旨  

   令和５年２月１日に交付された健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和５

年政令第２３号）により健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）の一部が改

正され、令和５年４月１日に施行されることとなった。  

   この改正により、出産育児一時金の支給額が現行の４０万８，０００円から４８万

８，０００円に引き上げられることに伴い、滝沢市国民健康保険条例（昭和３４年滝

沢村条例第１０号）の一部を改正するものである。  

 

第２ 改正内容  

出産育児一時金の金額を４０万８，０００円から４８万８，０００円に改める。（

第３条関係）  

 

第３ 施行期日等  

（１）施行期日  

   この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（２）経過措置  

   この条例による改正後の滝沢市国民健康保険条例の規定は、この条例の施行の日以

後に出産した者に係る出産一時金について適用し、同日前に出産した者に係る支給に

ついては、なお従前の例による。  

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊  

 

 

滝沢市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

滝沢市国民健康保険条例（昭和３４年滝沢村条例第１０号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条第１項中「４０万８，０００円」を「４８万８，０００円」に改める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の滝沢市国民健康保険条例の規定は、この条例の施行の日以後

に出産した者に係る出産育児一時金について適用し、同日前に出産した者に係る支給に
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ついては、なお従前の例による。  

 

滝沢市国民健康保険条例の一部を改正する条例新旧対照表  

現    行  改  正  後  

（出産育児一時金）  （出産育児一時金）  

第３条  被保険者が出産したときは、当

該 被 保 険 者 の 属 す る 世 帯 の 世 帯 主 に

対 し 、 出 産 育 児 一 時 金 と し て ４ ０ 万

８，０００円を支給する。ただし、市

長が、健康保険法施行令（大正１５年

勅令第２４３号）第３６条の規定を勘

案し、必要があると認めるときは、規

則で定めるところにより、これに３万

円を上限として加算するものとする。  

第３条  被保険者が出産したときは、当

該 被 保 険 者 の 属 す る 世 帯 の 世 帯 主 に

対 し 、 出 産 育 児 一 時 金 と し て ４ ８ 万

８，０００円を支給する。ただし、市

長が、健康保険法施行令（大正１５年

勅令第２４３号）第３６条の規定を勘

案し、必要があると認めるときは、規

則で定めるところにより、これに３万

円を上限として加算するものとする。  

２  略  ２  略  

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊  

滝沢市国民健康保険条例（抜粋）  

昭和 34 年３月 16 日条例第 10 号  

滝沢市国民健康保険条例  

（この市が行う国民健康保険の事務）  

第１条 この市が行う国民健康保険の事務については、法令に定めがあるもののほか、こ

の条例の定めるところによる。  

（この市の国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称）  

第２条 国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号。第６条及び第７条において「法」と

いう。）第 11 条第２項の規定によりこの市に置かれる市町村の国民健康保険事業の

運営に関する協議会の名称は、滝沢市国民健康保険運営協議会（次条において「協議

会」という。）とする。  

（協議会の委員の定数）  

第２条の２ 協議会の委員の定数は、次に掲げるとおりとする。  

(１ ) 被保険者を代表する委員 ３人  

(２ ) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員  ３人  

(３ ) 公益を代表する委員 ３人  

(４ ) 被用者保険等保険者を代表する委員  １人  

（出産育児一時金）  

第３条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育

児一時金として 40 万 8,000 円を支給する。ただし、市長が、健康保険法施行令（大
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正 15 年勅令第 243 号）第 36 条の規定を勘案し、必要があると認めるときは、規則

で定めるところにより、これに３万円を上限として加算するものとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康保険法

（大正 11 年法律第 70 号）、船員保険法（昭和 14 年法律第 73 号）、国家公務員共済

組合法（昭和 33 年法律第 128 号。他の法律において準用し、又は例による場合を含

む。）又は地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号）の規定によって、こ

れに相当する給付を受けることができる場合には行わない。  

 


